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Abstract:
The purpose of this study is to examine how the changing function of the financial accounting 
correlate with the monetary system in the first decade of the Meiji Restoration. At the beginning of 
the Meiji era, the monetary system was in discord.  The issuance of non-convertible paper money 
by the new government then disturbed the system more than ever before. To put the monetary 
system in order was the most significant economic policy for the government.  With the enactment 
of the new banking law in 1873, the first accounting regulations were introduced along with that 
policy.
It was important to show that the new bank could prove that it was as an independent entity, 
assuming the obligation for the conversion.  The financial accounting system had the function of 
making this point apparent to the public and this transparency in turn showed that the reserves for 
the conversion were not enough.
Keywords : National Bank Act, The First National Bank (Dai-ichi National Bank), The Fourth 
National Bank (Dai-shi National Bank)
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Ⅰ　はじめに
　明治6年にわが国最初の株式会社として設立された国立銀行＊1については、これまで主に「金融
機関」の機能に重点をおいた研究が行われてきている。当時の資料にあたると、たしかに商業、産
業を促進するための金融機関を設立するために国立銀行条例が制定されているのだが、他方では当
時混乱していた通貨の整理を目的としていた。むしろ、そこに重点を置いているのである。最も大
きな通貨問題は、新政府が発行した不換紙幣であった。明治元年から財政補填、産業振興のために
不換紙幣である太政官札が大量に発行されていたが、当初からその流通に支障をきたしていたため、
明治5年を期限として新貨に兌換することを布告していた。平価流通していなかった太政官札は居
留地での貿易決済でも問題となっており、英米仏独伊5カ国の公使から度々抗議があった。太政官札、
延いては貨幣制度は国内の経済問題に留まらず、外交問題となっていたのである＊2。しかし、当時
の政府の財政能力によれば、新貨への兌換の履行は困難であったため、国立銀行を設立し、民間の
資力を活用して太政官札の兌換を履行しようとしたのである。
　わが国における近代会計制度は、この国立銀行の規定に伴って導入されたもので、その計算構造、
公表制度としての機能については詳細な研究が行われている＊3。これら諸先行研究では、導入され
た会計の役割を公表財務諸表制度による株主・債権者（主に預金者）の保護として位置づけている。
本論文では、通貨整理という目的に視点を充て、規定された会計制度、またその実践がどのように
通貨整理目的と相関したのかを検討する。経済の中核を担う貨幣制度の確立に対して、制度に即し
て行われた会計がどのようなはたらきを担おうとしたのかをみていく。日本において近代会計制度
の導入・伝播期は、貨幣制度が曲折した時期に重なっており、それに関連して会計がどのような役
割にあったのかを検討する好期と思われる。
　これまで会計実践と通貨政策との相関を検討する予備的考察として、国立銀行設立の主旨に鑑み
た会計の役割について、『銀行簿記精法』で示された会計処理を中心として検討した＊4。その結果、
条例で規定された会計の意義は、兌換の責任の所在を政府から断絶し、国立銀行側に義務があるこ
とを明確に提示することであったと結論づけた。また個々の国立銀行の財務的独立性を示すことに
よって兌換の担保を過不足なく可視化するのが会計であり、会計情報を公表することによって紙幣
の信用の確立に資するはたらきを持ったことを明らかにした。
　本稿では、実践の中で変容していった会計の意味を考察する。国立銀行に先立つ明治2年に、前
期的銀行と目される為替会社が設立されている。その営業は短期間のうちに失敗に終わっているが、
当時の会計報告が残っている。これまで指摘されている為替会社の営業の問題について、報告され
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た会計の側面から考察する。そして国立銀行設立と同時に導入された近代会計制度による会計報告
と比較し、通貨政策の側面からその問題を明らかにしていく。為替会社の失敗を踏まえて、充分な
調査の上で制定されたはずの『国立銀行条例』は、その後国立銀行の営業不振のために改正せざる
をえなくなっていく。その条例改正前までの財務諸表の報告の実態について、条例の規定とその意
図との関連において検討する。
　検討対象は、為替会社については、全国で8箇所に設けられた中で中心といえる東京為替会社の
会計報告、国立銀行4行中では、第一国立銀行と第四国立銀行の開業から条例改正前までに公表さ
れた会計報告とする。
Ⅱ　為替会社による会計報告
　為替会社は、興業の振興、また太政官札の円滑流通に役立つことを企図して、明治2年5月以降に
設立された。為替会社は通商司の監督の下、産業振興を担う通商会社が必要とする資本の融通と助
力、加えて民間会社への金融をも担うものとして、全国8箇所の開港場（東京、横浜、京都、大阪、
神戸、大津、新潟、敦賀）に設けられたのである。不完全ながら株式会社組織であった為替会社の
運営には、旧幕時代からの商業資本家であった三井・小野・島田等があたっていたが、早くも設立
の翌年には営業の不振が明らかとなった。明治5年11月の国立銀行条例の制定にあたり、特化的に
外国貿易の金融を担った横浜為替会社が第二国立銀行に転換した以外は、すべて解散している。
　運営にあたった富商の中で、三井家は明治2年に為替方頭取、東京通商司貿易商社総頭取を命じ
られている。また第一番頭であった三野村利左衛門も為替会社、通商会社の総差配司を任ぜられて
おり、東京為替会社において民間の中心となっていた＊5。為替会社の営業については法令による規
程は不備であったが、三野村が纏めた東京為替会社の規則に準拠して営業している＊6。この三井家
が営業の中心となっていた東京為替会社の会計報告の特徴を検討する。西川登教授の研究により、
三井家では18世紀には完全な複式決算を行っていたことが知られているが、同様なシステムにより
財政状態、業績の把握が行われていたのかみていく＊7。検討に先立って、営業、組織の概要を整理
したい。
1.為替会社の営業と組織
　為替会社の組織は図1の通りである＊8。“社中”と称する構成員が無限責任を負い、その分限に応
じて身元金を拠出、それに対する定率利息の受け取り、また利益があれば出資高に応じた利益配当
を受ける権利を有した。代表機関である“総頭取”は“社中”からの身元拠出金の多寡によって、
また内部事務を司る“頭取並”、“為替方”も“社中”より官命で任命されている。使用人中、支配
人に相当する“取締”は、“総頭取”の番頭、手代であり、会社の実権を掌握していた。また、規
則によれば十人あての月番であった＊9。“社中”は拠出した身元金について預かり手形の交付を受け、
許可を受けた上での譲渡、また構成員の承認によりその増減も認められたため、株式会社に準ずる
組織と認識されている＊10。
　為替会社の営業科目は、預金、貸出、為替、両替、洋銀及び古金銀の売買であった。収益の源泉
は、諸貸付による利子、為替と両替からの手数料、洋銀・古金銀の売買利益によった。貸付のため
の資金は、政府からの太政官札による貸下金、株式会社の資本金にあたる社中構成員の身元金、諸
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預り金、そして為替会社に特別に発行権が与えられていた為替会社紙幣となっていた。太政官札と
相違して為替会社紙幣には、兌換が義務付けられていた。前出の東京為替会社規則中の財政に係わ
る規程は、以下が挙げられる。
1，社中構成員の身元金に対して月 1歩の利息が支払われる（第 3箇条）
2，諸預り金に対しても同様に月 1歩の利息が支払われる（第 4箇条）
3，貸付金に対して月 1歩 5厘の利息が課せられる（第 12 箇条）
4，所得は、“国力積立備金”、“為替会社諸雑用手代其外月給手当支払”、“差加金致候者ヘ出
金高ニ応ジ割渡”に三分割（第 18 箇条）
　三分割の項目のうち、“国力積立備金”は、当初は会社税に類似したものだったのが、（多
分営業不振になってからは）会社の所得とされた＊ 11。また、“差加金致候者ヘ出金高ニ応
ジ割渡”は、社中に対する利益配当である。
図1　為替会社組織
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2.為替会社の勘定調書
　大蔵省紙幣寮で編纂された『会社全書』には、為替会社の資料について、明治2年の設立から解散、
発行紙幣消却処分完了にいたる明治9年までの期間の回議書、報告書、日誌、往復文書などが網羅
されており、その中には会計報告である“勘定調書”も含まれている＊12。会計報告の規定について
は、為替会社の規則、回議書などの中にも特に見当たらない。僅かに大蔵省が銀行会社の啓蒙、為
替会社の業績の改善のために明治4年に刊行した『官版　立会略則』＊13に“～此類の会社は其事柄
並に得失の総勘定を明細に記し差配人並に書記方の名印を加え時日を定めてこれを其支配する役所
に差し出す事とす”と触れられているのみで、日常の記録の方法、報告の形式、報告頻度等の定め
については不明である。
　『会社全書』で確認される東京為替会社の会計報告“勘定調書”は、明治2年11月・12月分から、
2～ 3ヶ月毎の同様の書式による報告が明治4年3月分まで記載されている。その後の日付について
は、それまでの“勘定調書”と比べて報告されている項目等が限定的である。他為替会社に対する
貸付金を含めたいくつかの勘定科目についてのみ毎日の残高を示す“日〆留”と称す表が記載され
ているが、報告形式にはなっていない。ここでは、報告形式となっている明治2年11・12月分から
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明治4年3月分の期間の“勘定調書”を検討対象とする。
　資料1の明治2年11月・12月分の最初の報告で、構成する要素とその関連をみていく。まず、この
“東京為替会社勘定調書”は、監督官庁である大蔵省、通商司に宛てた報告書であることが確認で
きる。“元方”は資金の源泉を示し、最初の“内出払”（以下、“内出払1”とする）はその資金の運
用形態である。表示されていない“内出払1”の合計は、〆で表示されている“元方”の合計額と
一致している。構成内容が限定的ではあるが、資金の調達源泉と、資金の運用形態の二面を示して
いることにおいて、貸借対照表の表示に類似しているといえる。また“益金”は収益であり、二つ
目の“内出払”（以下、“内出払2”とする）は費用で、その差額は三分割され処分に付されており、
損益計算書と利益処分書を合わせた表示に近い。しかし、“元方”と“内出払1”では期首からの動
きが不明となっており、期末残高のみの表示である。つまり、期末財産の一覧表示と期中の損益計
算の繋がりが無いのである。
表示については、金、銀は通用価格の布告に準じて両、分に換算されている。明治三年四・五・六
月分の報告書からは、両、分に加え朱にも換算されているが、銭は単位が相違するため、別行表示
となっている＊14。また、“洋銀”は換算価格が明らかにされているにも係わらず、貨幣単位ではな
く数量表示となっている。
　以降の対象期間では勘定調書の形式はほぼ同様となっているので、表1に一括にまとめている。
資本金にあたる“社中一同元建金”は毎季増加しているが、利益は毎季三分割の上、社外へ流出し
ているため、利益からの内部留保による増加とは考えられない。前記の通り元建金について譲渡・
拠出の追加は認められていた。また、為替会社は政府からの太政官札による下付が主要な資金源泉
だったが、それにあたる項目が無く、“社外諸方預り金”に含まれていると考えられる。
損益構造についてみると、収益は主に貸付金からの受取利息であり、費用として認識されているの
は“内出払2”にあげられる元建金と預り金に対する利息のみである。元建金や預り金はコストが
かかるので、資金調達はコストのかからない為替札の発行によった方が効率が良かった。為替札は
正金との兌換義務があったが、当初はその発行高、準備金に関する規定は特に無かった。表1で確
認されるとおり発行高は急激に増加しており、兌換の原資である“（貨幣）有高”との比率をみると、
当初は兌換に十分応じられた発行高だったのが、明治4年には“有高”のほぼ3倍となっていた。為
替会社の営業については政府の全面的な支援が約束されており、実際に継続的な下付金による資金
手当てが行われている。そのため財務規律に関する意識が欠けていたと見受けられる。もし、費用
のかからない為替札について発行制限、準備金の規定が設けられたり、営業が政府の支援と切り離
されており独立した責任体制がとられていれば、必然的に内部留保の必要にせまられたかもしれな
いが、当初はそのような経営環境になかったのである。
　この会計報告からは、組織を単に金の出入りの場として捉えていたことがうかがわれる。各出資
者兼経営者は、それぞれ元建金として投下した資金の管理、またそこからの固定収益を確保するこ
とに焦点をあてていたとみられる。洋銀が物量評価に留まっていることも、いずれ外国為替を一括
管理する横浜為替会社に流出するものであるため原資の総計に計上しない、つまり独立した経済単
位である組織が所有する資産、という認識がないのではないかと疑われる。
　組織運営についてみると、実務の監理は構成員の月番となっており、その手代、番頭が事務を担
当、その人件費は固定費用ではなく、三分割された利益処分の対象の一つになっている。つまり、
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労働力も構成員が拠出した資本の一種として捉えられており、そのためその労働の対価は固定的な
人件費ではなく、資本に対する配当として利益処分の対象という認識だったと思われる。こういっ
たことから、為替会社は独立して経済活動を行う一つの組織であるとの認識に欠けていたことがわ
かる。豪商であった構成員それぞれの経済活動の延長上にあるものとして捉えられていたが、運営
責任の所在が不明確であったと考察される。
　為替会社失敗の理由として1.規則の不備、2.官民混交で官による過度の干渉、3.準備不十分の急激
手段によった設立、4.経営担当者が共同経営になれなかったこと、等があげられている＊15。特に4
に係わる、初めて設立された株式会社に準ずる組織を独立した経済単位として認識できなかったと
いう問題が、会計報告に表れている。いわゆる会計公準とよばれる企業実体の概念が欠如しており、
それに伴って洋銀の表示にみられる貨幣評価の欠如、また資金以外の資産認識がなされていなく、
継続企業の観念も欠いている。
　金融、なかんずく通貨発行を司る機関は、その発行の責任主体として公衆の信認を獲得すること
を必要とされる。それは組織としての独立性を前提とした財務能力に対する信認である。しかし為
替会社は財務的に独立していたとはいえず、企業実体の観念の欠如は通貨を発行する責任主体とし
ては致命的だったのである。
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資料１　明治2年為替会社勘定調書	
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表１　為替会社勘定調書
7 
 
 勘定調書 
明治2年 明治３年 明治３年 明治3年 明治3年 明治３・４年
11・12月 １・２・３月分 ４・５・６月分 ７・８・９月分 10・11月分 12・1・2・3月分
社中一同元建金(両．分朱) 442,350 454,875 454,875 462,850 690,000 902,000
000,003)朱分．両(分之貸浜横
社外諸方預り金(両．分朱) 431,850 664,050 639,602.3 701,144 751,590.3 847,832.2
08.06302.09402.632〕）厘分．文（永〔　　　　　　
3.793,323.202,03)朱分．両(り預引差替為京西
60.4560.4555.45005.781〕）厘分．文（永〔　　　　　　
1.844,322.700,03246,2)朱分．両(り預引差替為阪大
28.94165.0197.69〕）厘分．文（永〔　　　　　　
21.949,8120.290,51)朱分．両(り預引差替為戸神
97.84240.50183.08〕）厘分．文（永〔　　　　　　
横浜為替差引預り(両．分朱)
　　　　　　〔永（文．分厘）〕 97.90 66.60
00.009003,961)朱分．両(り預座当外社中社
弗008,3枚62枚００３枚００３枚05銀洋
為替札ー東京備印ハンク手形製造高（両） 557,000 804,000 1,000,000 1,000,000 1,300,000 1,500,000
　　正金引替 （内747,200）
,321.882,339,23.194,232,23.774,490,23.967,559,1002,137,1)朱分．両(〆 250,732.2
52.03720.79891.13192.482〕）厘分．文（永〔
弗008,3枚62枚００３枚００３枚05銀洋
（返済之分差引）貸附高(両．分朱) 603,100 746,000 1,484,710 1,566,077 2,064,562 1,712,357
32.151,631.936,23.993,9)朱分．両(貸引差替為戸神
52.205.26〕）厘分．文（永〔　　　　　　
31.338,361.253,011.777,11)朱分．両(貸尻引差金替為京西
2.137,0431.900,92)朱分．両(貸尻引差金替為阪大
81.2521.2〕）厘分．文（永〔　　　　　　
2.735,732.577,5120.679,910.526,8)朱分．両(貸尻引差金替為浜横
銭札並為替手形製造入用普請入用共 92,586.32 81,106.32
　　　　　　〔永（文．分厘）〕 103.50 103.5
2.412,68512.115,44522.886,86421.386,105073,071,1741,398)朱分．両(高有
75.47525.39791.13136.54297.122〕）厘分．文（永〔　　　　　　
弗008,3枚62枚００３枚００３枚05銀洋
008,257005,502057,771330,65000,03359,432）両（札替為ー高有
1.882,339,23.194,232,23.774,490,23.967,559,1002,137,1）)朱分．両(計合（ 2 3,250,731.0
52.03720.79891.13192.482 ）〕）厘分．文（永〔（　　　  
枚003枚003枚05）銀洋(　　　　
横浜会社ヨリ利息受取高(両．分朱) 6,000
貸附金利息取立高(両．分朱) 4,898.1 31,492.1 42,642.1 64,419.3 75,470.12 77,700.3
　　　　　　〔永（文．分厘）〕 365.00 232.50 151.30 183.33 0.94 179.98
1.391,13.588101903,1803)朱分．両(金打替為
00.5604.80105.781〕）厘分．文（永〔　　　　　　
498,8720.653,673.025,461.159,342.008,131.898,01)朱分．両(〆
89.44249.033.38107.95200.07100.563〕）厘分．文（永〔
社中元建金並横浜貸元金利払(両．分朱) 7,825.1
　　　　　　〔永（文．分厘）〕 190.00
社外預リ金利払(両．分朱) 2,476 27,823.2
　　　　　　〔永（文．分厘）〕 100.00 83.00
1.259,142.619,143.996,92257,13)朱分．両(利金り預外社中社
68.6949.005.2890.15〕）厘分．文（永〔　　　　　　
1.259,1420.619,14996,92257,132.328,721.103,01）)朱分．両(計合（
  　　　（〔永（文．分厘）〕） 290.00 83.00 51.09 82.50 0.94 96.86
3.149,63044,43128,43991,21779,3795)朱分．両(金高
21.84138.00116.85400.7800.57〕）厘分．文（永〔
3.313,21084,11706,111.660,42.523,1991)朱分．両(分一割ツ三力国
　　　　　　〔永（文．分厘）〕 25.00 195.70 236.21 33.61 216.04
会社諸入用三ツ割一分(両．分朱) 199 1,325.2 4,066.1 11,607 11,480 12,313.3
　　　　　　〔永（文．分厘）〕 25.00 195.70 236.20 33.61 216.04
社中割賦金三ツ割一分(両．分朱) 199 1,325.2 4,066.1 11,607 11,480 12,313.3
　　　　　　〔永（文．分厘）〕 25.00 195.70 236.20 33.61 216.04
流通為替札（元方為替札－為替札有高） 322,047 774,000 943,967 822,250 1,094,500 747,200
金有高に対する割合（金有高/流通為替札） 2.8 1.5 0.5 0.6 0.5 0.8
＊“内出払”の合計（〆）は、出典には記載がないが、便宜上加えた。
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政府は為替会社の失敗を踏まえて，新たな金融機構創設に着手し，1872（明治 5）年 11 月に国立銀行会計
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Ⅲ　国立銀行における会計報告
　政府は為替会社の失敗を踏まえて、新たな金融機構創設に着手し、1872（明治5）年11月に国立
銀行会計の基本規定を含んだ『国立銀行条例』『国立銀行成規』を発布している。その目的として、
不換紙幣であった太政官札の消却、整理に焦点を充てている＊16。この制度は、南北戦争中に大量に
発行した公債を消却するために制定されているアメリカの“国立銀行制度”を導入したのである。
それに準じた日本の国立銀行の規定では、紙幣整理のために資本金高の60％を太政官札として大蔵
省に納め、その代わりに発行される公債証書を抵当とし、同額の銀行券、すなわち紙幣を受取る。
その銀行券を国立銀行の兌換責任の下で発行、資本金高の40％は銀行券の兌換準備として本位貨幣
で保持することとされた。政府紙幣を銀行券で代替させることを強く志向している。これらの財務
規定にかかる処理の実態については、会計報告により明らかにされる。『国立銀行条例』では第
十二条（銀行ヨリ差出ス報告書計表ノ手続ヲ明ニス）で会計の報告を規定しており、一年に4回以
上報告書計表を紙幣頭に提出すること、また「但右報告書計表ノ類ハ銀行ヨリ新聞紙又ハ其他ノ手
続ヲ以テ世上ニ公告スヘシ」と、新聞等による一般への公告を義務付けている。この公告義務の意
義については、大蔵省銀行局年報で言及されている＊17。
「…半季利益金ノ割合ハ株主ノ議決ヲ経大蔵卿閣下ノ認可ヲ得更ニ其資産負債ノ計算ト共ニ世
上ニ公示スルモノトス」
「…人民ニ在テハ之ニ頼テ銀行ノ勘定ヲ知リ以テ予メ其損害ヲ防クヲ得ヘク銀行ニ在テハ頼テ
以テ世上ノ疑惑ヲ解クヲ得ヘシ然ラハ則此等ノ報告ハ実ニ詳明正確ヲ要スル者ニシテ銀行ノ
実況ヲ視認シ銀行ノ統計ヲ編製スル亦…」
　一般へ公示することにより、“実況ヲ視認”すなわち可視化により銀行への信認を築くことを目
的としていることがわかる。“世上ニ公示”前に既に報告されている株主、監督官庁以外の利害関
係者である“人民”、ここでは“予メ其損害ヲ防クヲ得ヘク”としているところから、債権者である、
預金者・流通紙幣の保持者に向けた情報といえる。この一般に向けた公示の内容を設立から条例
改正前までの国立銀行の財務諸表により検討していく。国立銀行の営業は条例制定当初の目論見
通りの展開とならず、政府はやむなく明治9年に条例を改正している。ここでは、当初の狙いに照
らして、公示することの意義は実践の中でどのような意味をもっていったのかを実際の公示内容
から検討する。
　本稿では明治5年の条例制定により設立された国立銀行4行中、第一国立銀行と第四国立銀行を対
象とする。第一国立銀行は大蔵省との関係も深く、国立銀行の中心と目されていたことから、また
第四国立銀行については4行中で唯一地方の所在であり、農村経済を基盤とする地域に設立されて
おり、当該期間での会計の意義の検討のための複眼的考察に有効と考えた。他の二行の資料は、管
見によれば入手が困難である。条例改正前の第一期の国立銀行四行については、大蔵省により『銀
行全書』に資料が編纂されており、それは日本銀行調査局により『日本金融史資料　明治大正編』
として復刻されている。その中で、第二国立銀行の半季実際考課状、あるいは計算書について探索
したが得られなかった旨明らかにされており＊18、また第五国立銀行については明治六年十二月十日
から三十一日の第一回、明治七年一月より六月末日までの第二回の二回分のみの半季実際考課状の
収載となっている。他に各銀行の発行している社史にも資料としてこの時期の半季実際考課状の項
目・金額が掲載されている場合は多いが、第二国立銀行は昭和三年に横浜興信銀行に営業譲渡され
10
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ており、また第五国立銀行は明治三十一年に第三十二国立銀行と合併しているため、後継銀行の社
史には当時の資料は無い。
　国立銀行は利害関係者への営業報告として半年毎に財務諸表の公表が義務付けられていた。第一
国立銀行は明治6年下期より、第四国立銀行は明治7年上期より営業報告を行っており、当該期より
条例改正前の明治9年上期までの財務諸表を検討し、先にみてきた為替会社の失敗に鑑みて制定さ
れた公表会計情報の意義、またその変容を明らかにする＊19。
1.第一国立銀行の会計報告
　第一国立銀行では公告規定に準拠して、半季毎の会計報告を東京日日新聞に掲載している＊20。第
一回報告は明治七年二月二日付けで、これは必要事項のみを箇条書きにした文書体であった。初め
て勘定表が掲げられたのは、第二回の掲載で資料2の通りである。資料2で〔省略〕とした部分は、
会長名で“当任ノ取締役ヨリ衆株主ヘ公示スル第二回半季報告”として、純益金額、そこからの配
当金額、積金、後半季繰越金を勘定表より抜粋し、文章で報告している。掲載文中ではこのように
“株主ヘ公示”とされているのだが、実際は株主に対しては半季決算日の11日後（明治9年上半季決
算後のみ16日後）に開催されていた株主集会で“半季実際考課状”により既に公示されているので
ある。“半季実際考課状”では紙幣発行状況を含めた営業、株式所有変更等が詳細に報告されており、
会計報告については資産・負債・資本の一覧表示である“半季実際報告”、損益計算を明らかにし
ている“半季利益金割合報告”とも、借方・貸方の対照表が添付されている。この第二回の“半季
実際報告”、“半季利益金割合報告”の公示については、第三回の考課状の“銀行諸報告之事”項目
に明らかにされている。株主集会決議後に“活字版行致シ株主一同並得意先エ配賦”し、“且勘定
報告ハ其要旨ヲ折衷シ内外新聞ニ附シテ広告イタシ候”と当該季以降第六回分まで毎季同様に記述
されている。すなわち、新聞掲載前に既に半季実際考課状は、株主、銀行と取引のある得意先に配
布済みなのである。すなわち、新聞掲載は条例十二条の文言通り“世上ニ公告”という目的である
ことが推断できる。　
　資料2の勘定報告の内容については、貸借対照表の貸方にあたる“銀行ノ負債義務ニ属スル部分”
の増減と、損益計算書の結果にあたる損益勘定の“純益金”は一致していなく、一見複式計算とな
っていない。各項目を検討すると、“銀行ノ負債義務ニ属スル部分”の内、配当金である“当季割
賦金”、“後半季繰越”、別段預金である“貯蓄金”の当季分（15,756円94銭）、役員賞与である“仕
払未済賞金”、引当金に当たる“利戻抵当”、“滞貨予備”を加算すると純益金と等しく、複式計算
になる。すなわち、これらの項目は利益処分項目とされていたことになる。この不一致については、
会計情報が一般には理解されていないと思われる当時において、会計計算上の辻褄合わせよりも、
新聞紙上で公にすることが肝心だったため、特に問題とされなかったと考えられる。
　報告書の前面には責任主体を示す行名がまず表示されており、そのもとに元手、その増加金額が
明らかにされ、“負債義務”“資産権利”、また収支が示されており、更に一般に周知されている豪
商が大株主として連名している。一般に知られた豪商の連名で財務的な裏付けを示しながら、それ
を越えた一つの経済単位としての義務・責任がこの表示により具現化されている。要するに、為替
会社の段階では欠如していた責任主体としての企業実体の観念が視覚化されているといえる。そし
て“負債義務”では冒頭に兌換義務を負う紙幣発行残高である“本社紙幣流通高”、また“資産権利”
11
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の冒頭では兌換準備のための残高である“紙幣準備貨幣”を示している。これは、大蔵省提出、ま
た株主一同報告の財務諸表と異なる順序となっている。第四回の新聞公告を取り上げた片野［1976］
でも、大蔵省提出財務諸表と性格・構造が相違することが指摘されている。新聞公告では、まず冒
頭の項目に兌換紙幣に関する項目を示し、兌換の義務の所在、その原資の存在を明らかにしている
といえる。
　ここで会計は、銀行券、すなわち兌換紙幣を発行する主体の独立性、その責任と能力を財務諸表
の公示により顕在化させることで、発行主体である国立銀行に対する信認、延いては通貨に対する
信認を支えようとしている。それは、政府が必要とした機能だった。政府は、太政官札を償却し、
その代替として同額の銀行券を発行主体である国立銀行の兌換責任で流通させることを企図してお
り、政府から切り離した発行主体の信認の確立が必須であった。しかし、国立銀行の営業は困難を
極めていったため、信認確立のための一方策の意図は実現しなかった。
　表2では、明治9年上半季までの財務諸表をまとめている。6季間で総資産が約4割減少しているが、
これは大株主であった小野組の破綻による資本金の減資、官公金の引き上げなどによる調達資本の
減少の影響によるものである。兌換原資の不足を明らかにする“紙幣準備本位貨幣”は明治7年下
半季からは表示されていないが、原資を含んだ通貨の合計である“金銀有高”が急激に減少してい
る。また“本社紙幣流通高”は、明治8年上半期まで急激に減少しその後反転している。兌換能力
の提示を狙った項目が、実際には兌換が不能であることを示していることになる。“本社紙幣流通高”
が明治8年下季から増加に転じているが、これは調達資本の減少により営業不振に陥った第一国立
銀行が、発行紙幣を抵当として政府紙幣の貸下げを受けていたことによるものである。これは財務
諸表上では、単に兌換義務の増加として表れる。
　最も重要な目的であった通貨の整理が目論見通りとならなかった理由は、第一に設立された国立
銀行が4行に留まったことである。銀行業への理解不足、また民間における蓄積資本が未だ欠乏し
ている段階にも関わらず、準備金の規定が高すぎたことで国立銀行の設立が奮わず、太政官札の消
却が全く進まなかったのである。また、貿易収支が輸入超過だったこと、金銀比価が諸国と比較し
て金低位だったことも作用して、銀行券を発行すると時間を置かずに兌換請求のために当該銀行へ
還流するという状況になったのである。
　そのような状況においては、財務能力を担保とした銀行券、すなわち紙幣への信認を獲得するた
めの可視化が逆にはたらき、国立銀行の財務能力の限界を露呈することになったのである。
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表２ 第一国立銀行 半季実際報告                           （単位：円） 
Ｍ６．12.31 M7.6.30 M7.12.31 M8.6.30 M8.12.31 M9.6.30
諸抵当公債証書 1,282,200.00 1,600,000.00 1,620,000.00 1,500,000.00 1,538,034.01 1,750,000.00
00.000,00900.000,00900.000,005,100.002,281,1書証債公当抵幣紙
00.000,00100.000,001書証債公当抵金預
別段積立金抵当公債証書
政府へ貸：当座預金貸越 34.01
　　　　　　借金抵当紙幣 638,000.00 850,000.00
創業入費
金銀有高 7,626,551.27 8,789,175.66 3,954,201.00 4,624,106.00 2,957,032.36 2,323,249.42
紙幣準備本位貨幣 510,000.00 670,000.00
77.680,139,772.105,955,6幣貨雑
80.968手切店他
他店紙幣
00.594,01200.618,79218.912,78100.050,755元業商
御用預金 1,301,052.94 1,137,738.91
金貨 129,874.31 70,387.32
銀銅貨 264,203.66 269,326.50
紙幣 1,152,063.45 806,617.58
他店切手並紙幣 10,197.38
外国貨幣 109,838.00 28,981.73
他店へ貸 32,449.61 30,418.11
貸付金 3,250,068.32 2,373,480.05 2,813,793.00 1,733,426.00 1,877,574.03 1,856,050.46
75.316,733,152.135,914,100.700,517,150.084,373,223.860,052,3貸並
府内割引手形 130,550.10
期限過貸付金 248,799.45 292,658.58
代金取立手形
為換貸 18,419.00 89,609.73
割引貸
公債証書買入元 74,708.08 33,199.75
当座預ヶ先貸越 44,925.52 62,028.46
公債証書 118,120.78 754,077.70 717,693.00 782,995.00 870,419.72 1,042,446.58
新公債証書百円ニ付五十六円六十銭ノ割合 45,110.97 564,392.33
旧公債証書百円ニ付十九円三十銭ノ割合 73,009.81 189,685.37
地金銀 2,126.95 34,527.19 53,342.00 126,314.00 62,758.32 46,153.70
質物流込 0.00 0.00 0.00 702,687.00 852,687.87 12,687.87
家作
地所
営業用 141,500.00 160,533.50 162,232.00 159,200.00 159,200.00 145,700.00
00.016,52100.011,93100.002,95100.232,26105.335,06100.005,141作家
地所 10,090.00 10,090.00
什器 10,000.00 10,000.00
補正勘定 45,750.00 6,967.95 45,268.19
総計 12,420,567.32 13,711,794.10 9,321,261.00 9,674,478.00 8,357,123.87 7,251,974.33
株金 2,440,800.00 2,500,000.00 2,500,000.00 2,500,000.00 2,500,000.00 1,500,000.00
貯蓄金 49,497.28 63,477.00
滞貨抵当 95,000.00 95,000.00
営業用戻入 13,500.00
本社紙幣流通高 753,195.00 1,002,977.00 460,796.00 190,694.00 779,279.00 883,634.00
預金 9,113,859.94 9,982,010.52 5,949,673.00 5,400,937.00 4,622,856.64 4,555,619.69
0.931,36614.779,72300.064,94400.938,38405.872,51405.736,083金預期定 6
96.396,19340.329,80200.161,76900.203,14782.486,97467.771,26金預座当
59.952,07268.940,632預形手
31.984,69661.481,46200.858,26100.184,19形手出振
約定預金 3,100.00 194,220.77 26,659.28
887,261,100.965,778,100.289,199,125.608,512,433.722,271,5金預備準用御 .38 938,063.90
00.576,99165.462,83100.896,276,100.251,438形手出振用御
御用当座預金 1,292,340.50 427,752.78
支払銀行手形 353,213.88 59,031.33
97.512,464,394.762,290,1金預形手用御
00.000,54100.000,03100.523,84200.523,82元替引札損及札省官
紙幣代リ御下金 312,000.00 900,000.00
拝借金 188,000.00 80,000.00
11,8249.349,0500.667,9100.295,877,184.567,631,100.005,071,2金預段別 5.52
借金 0.00 7,651.38 134,902.00 1,320,614.00 134,661.04 0.00
為換借 116,702.70
並借
61.425,7103.287,6形手払支
81.43480.968形手立取金代
他店ヨリ借 6,075.31
別段預金 11,271.24 27,028.00 39,036.00
抵当金 19,161.10 49,739.30 113,012.00 114,782.00 23,765.53 0.00
00.000,0800.000,0700.039,71当抵貨滞
00.000,400.000,5当抵戻利
00.000,7100.000,1205.22当抵金賦割済未払支
35.567,3200.287,7100.210,8108.687,6201.161,91金賞済未払支
前半季繰越 27,362.04 33,775.00 21,592.00 22,532.67 17,570.55
純益金 93,551.28 130,782.62 102,075.00 86,823.00 116,031.71 130,597.78
87.955,1127.979,3100.064,0100.800,2149.657,5142.172,11金立積段別
00.052,6800.005,30100.024,5700.152,20100.052,1800.819,45金賦割
39.607,5166.480,1200.335,2200.295,1286.577,3340.263,72込繰季半後
総計 12,420,567.32 13,711,794.10 9,321,261.00 9,674,478.00 8,357,123.87 7,234,403.78
*明治7年下季、明治8年上季は、『第一銀行百年史』附録より。
借
方
明
治
8
年
後
半
季
よ
り
貸
方
貸
方
明
治
8
年
後
半
季
よ
り
借
方
*太字・右寄せ記入は、小計項目。
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２．第四国立銀行の会計報告
　第四国立銀行の初期の会計報告で残っているものは、株主に公示された半季報告である。銀行条
例では“新聞紙又ハ其他ノ手続ヲ以テ世上ニ公告”が規定されているが、新聞紙上の公告は確認で
きない＊21。第一回の半季報告の詳細は不明となっており、資料3は第二回の半季報告である。“貸方
　負債義務”では、収益である“本店益入”“支店益入”も示され、“借方　資産権利”には費用で
ある“本店利払損失合高”、その支店分、“本店雑費”、その支店分、“創業入費”が示されており、
試算表の形になっている。損益勘定には、当期利益が始めに示され、以下利益処分が表示されてい
るが、これは前記の収益と費用の差額と一致せず、その原因は不明である。第一国立銀行の報告書
で江戸時代からの豪商が大株主として連名していたことに対して、第四国立銀行の報告書では、巨
大地主が大株主として連名している。複式計算は不完全であるが、第一国立銀行と同様に地域で周
知されていた巨大地主の名を示すことで、財務的裏付けを示し、組織の独立、その義務と能力を視
覚化している。利益処分については詳細な表示となっているが、他方、財政状態の表示では紙幣流
通高に対する準備高は明示されていない。ここで見る限りは、通貨整理機関としての側面より普通
銀行の側面が重視されているといえる。あるいは、これは株主に対する公示であった故とも考えら
れる。
　表3では、明治9年上半季までの財務諸表をまとめた。“本社紙幣流通高”は当初から発行限度額
の12万円に遥かに及ばず、しかも季を追い激減している。前記の通り、第一国立銀行と相違して報
告書の表示では兌換準備高が不明であり、正金の兌換原資を含む通貨の合計残高である“金銀有高”
も限度額12万円に対して十分な残高とはみなせず、結果として兌換能力が不透明であったことにな
る。そして紙幣発行の増加がならず、明治8年下季から翌期にかけては更に官公金が引き上げられ
たことにより調達資本は減少し、総資本は半減、貸出し余力の全く無い状況にまで追い込まれてい
る。
　紙幣整理の目的のため、代替された銀行券に対する信認を築くべく会計報告の公示が規定された
のであるが、実際にはそのようにはたらかなかった。第一国立銀行では、兌換義務とその原資を明
示したことは、兌換準備の不足の露呈を意味することになった。それに対して第四国立銀行では、
兌換の原資を明示していない。これは、会計報告の公示規定のそもそもの意義に適っていないこと
になる。兌換の義務とその準備を公示することを貨幣が流通するための信認獲得の一つの根拠とし
ようとした思惑は、両行の会計報告の実際の内容をみるかぎりはずれたことになる。
　国立銀行の会計報告は、為替会社では欠けていた株式会社組織の企業実体の観念を視覚化し、兌
換紙幣を発行する独立主体としての責任と能力を顕在化することにより、通貨への信認獲得に資す
るべきものであった。しかし国立銀行の設立が当初の見通しに反して奮わず、兌換銀行券とともに
大量の不換紙幣―太政官札である政府紙幣―が流通している中では、兌換請求が過剰となり準備金
が不足していく事態となった。会計報告は、それをも明示することになる。すなわち会計報告によ
る兌換根拠の視覚化は、当初の意図と逆にはたらいたことになる。
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表３　第四銀行　半季実際報告	 （単位：円）
15 
 
 銀行 半季実際報告                                 ：円） 
M7.6.30 M7.12.31 M8.6.30 M8.12.31 M9.6.30
00.000,02100.000,02100.000,021書証債公当抵行発幣紙
31.466,71書証債公当抵金預
82.752,2722.869,8557.555,11書証債公諸
37.659,73274.317,76195.514,052金付貸諸
割引手形 3,280.00 85.00
荷為替手形 3,250.00 4,000.00
公債証書買入元金 5,074.05 1,776.66
為換貸 6,914.54
69.35銀金地
25.826,01元業商
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25.445,4高合失損払利店本
78.362高合失損払利店支
28.002,2費雑店本
86.291,1費雑店支
37.311,2費入業創
31.233,2当抵息利済不払支
総計 502,735.17 1,242,563.67 654,005.16
株金 200,000.00 200,000.00 200,000.00 200,000.00 200,000.00
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00.000,8200.000,03金預段別
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00.000,01100.000,03金借拝
御用預金 242,243.80 68,957.22
御用振出手形 541,640.35 28,967.50
損札交換元 10,000.00 10,000.00
本社紙幣代リ御下金 30,000.00
滞貨抵当 3,000.00 5,500.00
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本店益入 20,867.99
支店益入 4,545.95
前半季繰越金 1,079.28
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Ⅳ　おわりに
　明治初期に著しく混乱していた貨幣制度を整備し、信用貨幣である紙幣を円滑流通させることは、
資本主義の確立の前提条件であった。財政余力の無かった新政府では、民間の資力を利用してその
整備を行おうとしたのである。それにはまず、紙幣の価値を支える主体に対する信認が必要であっ
た。失敗した為替会社では、通貨発行の責任を担う独立組織という認識が、対内的にも対外的にも
築かれていなかった。今でいう会計公準の企業実体の観念が欠けていたのである。“勘定調書”と
いう会計報告は、その認識の欠如を表していた。為替会社の営業には三井家が深く関わっていたわ
けだが、既に江戸時代の三井家の会計報告によれば企業実体の認識はあったことが西川登教授の研
究で言及されている＊22。明治期になって株式会社に準じた組織が、通貨政策という上からの必要性
に応じて、私資本を超え三井・小野・島田によって設立されたが、そこではその観念が醸成されな
かったのである。紙幣の信認のためには、限りある私資本を超えた発行主体を独立単位として認識
すること、つまり企業実体の観念が組織の内外ともに必要だった。
　『国立銀行条例』による会計の制度化は、会計報告を株主、監督官庁に留まらせず公示を強いる
ことによって、通貨政策のために必要だった企業実体の観念を組織内外で醸成される契機だったと
考えられる。しかし未だ資本蓄積が不十分な日本において、重い兌換義務を課す国立銀行の設立は
政府の計画通りには進まなかった。政府の当初の見通しが甘かったことは、実際に設立された4行
の銀行券の合計発行可能高が207万円であったのに対して、政府の用意した当初の国立銀行券の準
備高が1500万円であったことからも窺える＊23。結果として、流通に大量に残った不換紙幣＝太政官
札と並行するかたちで兌換銀行券を発行する国立銀行には、発行した途端に銀行券が還流すること
になり、短期間のうちに財政困難に陥ることになった。
　会計報告の公示は、可視化された財務能力を担保として、銀行券に対する信認を獲得しようとし
た一方策であった。しかし一旦財政困難になると、会計報告は財務能力の限界を露呈することにな
る。独立した一組織の義務と責任能力の可視化は、公示を制定した意図の通りにははたらかなかっ
たのである。
　明治9年に、営業困難に陥った国立銀行に対して『国立銀行条例』の改正が行われ、そこでは兌
換券の発行による通貨価値安定の目的を廃棄し、資金供給に重点をおく通貨政策に転換した。兌換
券発行が復活したのは明治18年であった。
＊ 1 明治期の国立銀行はその名称から“国立”と誤解されることがあるが、アメリカのナショナルバンク制度を取
り入れたもので“国法に準拠して設立された銀行”を意味している。
＊ 2 各国公使からの抗議は『大蔵省沿革志』に詳しい。特に明治 2年に太政官札の最高発行額を規定し、明治 5年
までに新鋳造貨幣と兌換することの通告に対して、イギリス公使は厳しい批判を加えている。大内・土屋〔1932〕、
58 － 59 頁。
＊ 3 主に、片野〔1968〕、〔1976〕、久野〔1987〕、〔1992〕の研究。
＊ 4 拙稿〔2009〕。
＊ 5 日本銀行調査局〔1955〕、第一巻『会社全書』解題 4頁。
＊ 6 大蔵省明治財政史編纂会〔1972〕、335 ～ 340 頁。明治 2年 7月制定で 26 箇条からなり、業務内容、事務の規程、
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取扱いについてまとめられたもので、横浜為替会社の規則もこれに準拠している。
＊ 7 西川〔1993〕。
＊ 8 為替会社の機構の作図は、第一銀行八十年史編纂室〔1957〕36 － 40 頁、前掲“東京為替会社規則”を参照。
＊ 9 為替会社規則中、第十三箇条。大蔵省明治財政史編纂会〔1972〕、337 頁。
＊ 10 為替会社が株式会社に準じた組織であるのかについては、株式会社をどのように定義するのか、ということに
より相違があるため、必ずしも統一された認識ではない。
＊ 11 大蔵省明治財政史編纂会〔1972〕、350 頁。
＊ 12『銀行全書』は、日本銀行調査局〔1955〕第一巻・第二巻で、上・下として編纂されており、東京為替会社の勘
定調書は下の 5～ 17 頁に記載。
＊ 13 日本銀行調査局〔1955〕、第五巻、24 ～ 42 頁。
＊ 14 旧幕時代の金銀銭の三貨制度から維新期の両体系による通貨統一については、山本〔1994〕59 ～ 66 頁
＊ 15 第一銀行八十年史編纂室〔1957〕55 頁。
＊ 16「最モ国立銀行条例ノ制定ヲ急ナラシメシモノハ政府発行紙幣ノ消却処分」大蔵省明治財政史編纂会〔1972〕1
－ 2 頁、また後年のアラン・シャンドによる意見書中、「紙幣ノ発行並ニ其条款ハ銀行事務ノ重モナルモノナリト、
而シテ金銀貸借ノ如キ本旨ノ銀行事務ハ全ク付属ノ事務ト見做セリ」岡田〔1975〕154 頁、の記述からも金融機
能の供給より紙幣発行、すなわち政府紙幣の消却に偏っていたことがわかる。
＊ 17 大蔵省銀行局年報は、明治・大正時代の第一次報告から第五十一次報告までが『日本金融史資料　明治大正編』
に抄録されている。第一次報告については、銀行局が独立局となった明治 13 年に、明治 6年 7 月から明治 12
年 6 月までの経過を一括して記述されている。
＊ 18 第二国立銀行は貿易の決済のための洋銀券の発行を許されており、国立銀行としての業務と、洋銀券に関する
業務を区別して行うこととされていた。洋銀券に関する業務についての弗建ての半季実際報告と利益金割合報
告のみ、簡略化された 10 期分の一覧表が収載されている（日本銀行調査局〔1955〕第七巻上、101 ～ 102 頁）。
あるいはこの特別業務により他の三行と報告に関する規定が相違していたことがあったことは、可能性として
考えられる。
＊ 19 両国立銀行の会計数値は、日本銀行調査局〔1955〕第三巻、附録の半季実際考課状による。ここに掲載されて
いない季は、第一銀行八十年史編纂室〔1957〕附録の決算諸表による。
＊ 20 第一銀行八十年史編纂室〔1957〕454 ～ 459 頁
＊ 21 当時の新潟県下では「新潟県治報知」が明治 7年に創刊されており、太政官や諸官省・県の布告などを隔日ま
たは毎日頒布しており、第四銀行は、明治六年に発起公告、7年には開店取引方法の告示を掲載しているが、決
算報告の掲載は明治 10 年までの発刊には無い。しかし、久野 [1987] は第二回の半季報告について、「すくなく
とも、この損益勘定の名称や様式あるいは文言等から推論すると、明らかに「新聞掲載決算公（広）告」のス
タイルである。」と記述している（137 頁）。
＊ 22 西川〔1993〕38 ～ 39 頁
＊ 23 小野寺〔1998〕58 頁
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